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第２回ＵＣＬＧ(United Cities & Local Governments) 
済州総会～「変化する都市が世界をリードする」  

 

 

申   龍 徹 

 

 

 はじめに 

 

 本稿は、先日（10月28日～31日）、韓国済州島において開催された第２回ＵＣＬＧ総会

の主な内容を紹介するものである。前回のパリ大会に続き、アジアではじめて開催された

このＵＣＬＧ総会は、自治体のオリンピックとも呼ばれる地方自治に関連する最大の国際

組織であり、ＵＮ（国際連合）との連携のもとで、地方自治の普遍的な理念の定着ととも

に、自治体主導の生活革新を目指して行われるＵＣＬＧ活動の最大のイベントである。 

 (財)地方自治総合研究所では、前回の第１回のパリ設立総会（2004）に続き、飛田博史

研究員を団長に、計４人の研究員を派遣し、全体会議のみならず、各分野の議論に積極的

に参加し、地方自治制度の動向や自治体・都市の様々な改革について、各国の研究者や行

政団体と情報交換を行った。 

 また、2006年７月からの新たな試みである「済州特別自治道」のこれまでの経緯や取り

組みの現状について、その推進母体である済州特別自治道推進団長の協力のもとでヒアリ

ングを行うとともに、済州島の近年における経済状況や特別自治道の取り組みが住民の生

活にどのような影響を与えているのかについて「済州発展研究院」を訪問し、情報交換を

行った。 

 主催地である済州特別自治道は、今回の世界地方自治団体連合の世界総会に先立って、

2006年５月にオーストラリアのブリズバンで開かれた、ＵＣＬＧ－ＡＳＰＡＣ（アジア太

平洋）総会及び執行委員会において、次回（第２回）の総会の開催地である韓国の済州島

をアピールするために、国際諮問大使や済州国際コンベンションセンターが参加し、広報

活動を行った。また、済州道は、2007年の世界総会の開催に関するＡＳＰＡＣ会長団との

論議の中で、世界各国における既存会員及び新しい会員の発掘のために済州での総会が役

立つことを強調するとともに、この総会がアジア・太平洋での総会であり、周辺関係国の
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積極的な参加を促すための方案として中国及びオーストリアの都市への広報を行った。こ

のアジア太平洋総会には、韓国からは８の団体（都市）が参加し、広報用のプレゼンテー

ションを行うとともに、この総会に参加する会員らに対し、国際自由都市を目指している

済州特別自治道の取り組み及び国際コンベンションセンターを広報するために、広報コー

ナーを設置し、ＣＤや観光広報用の冊子などの配布を行った。 

 

 

 1. ＵＣＬＧ（世界都市・自治体連合）総会について 

 

 世界都市・自治体連合（UCLG, United Cities and Local Governments、以下ＵＣＬＧで表

記。）は、全世界の都市・自治体を代表する国際機構である。ＵＣＬＧは、100年以上の

歴史をもつ２つの国際機構、すなわち、ＩＵＲＡ（地方自治団体国際連合）、ＦＭＣＵ－

ＵＴＯ（国際姉妹・交流都市連盟）が2004年に統合して誕生した世界の地方自治団体に関

連する最大の国際機構であり、世界地方自治団体のオリンピックとも言われている。前回

のパリ創立総会に続き、今回はアジアではじめて開催される総会として注目を集めた。こ

のＵＣＬＧは、スペインのバルセロナに本部を置き、国際社会における自治体間の協力に

よる世界的価値と目標、相互理解を追求するとともに、そのための政策提案を行うことを

主な目標としている。 

 現在、国連に加盟している192か国のうち、136か国の団体が所属するＵＣＬＧの会員は、

各国の都市や自治体、その連合により構成されており、そのうち95か国の約1,000以上の

都市が直接会員として加入している。また、１つの国の中の町や都市、大都市を代表する

地方政府連合（ＬＧＡ）がＵＣＬＧの会員として参加している。 

 ＵＣＬＧは、全世界の地方政府の長が参加する真のグローバル機関として民主的な構造

を持っており、その代表を通じて各地域の代表が世界に向かって声を発信できる機能を

担っている。また、ＵＣＬＧは、世界委員会の選挙を通じて３人を共同議長として選出し、

組織の構造と人員、地域的な範囲などのすべての面において世界の地方政府のもっとも代

表的な機関としての役割を担っている。 

 ＵＣＬＧの活動は、次のような重点的な内容を含んでいる。すなわち、国際的な意志決

定システムの軸の１つとして地方政府の公式的な役割の強化と開発のための地域的な行動

の活性化や世界的な地方政府間における強力な連帯の構築、および世界が直面している課

題に対する適切な制御方法のための地方政府への支援協力、かつ効果的な地方政府と国家
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連合体を構築するとともに地域統治における革新の追求がそれである。バルセロナのＵＣ

ＬＧ本部に明示されている使命は、「地方政府間の協力を通じて広範囲な国際社会内にお

ける地方政府の価値、目標、利益を図るとともに、民主的な地方政府を擁護し、１つの声

を出すことである」とされている。 

 このＵＣＬＧの活動のプログラムは、①グローバル・ガバナンスにおいての地方政府及

び地方政府代表機構の役割と影響力の拡大、②市民と身近な民主的・効果的・革新的な地

方政府を重要な支持基盤として地位向上を図る、③効果的かつ民主的なグローバル機構の

保障がそれである。 

 また、2004年の創立以降、ＵＣＬＧの活動は、次のような政策を中心に積極的に展開さ

れてきた。すなわち、新しいミレニアム（新千年）開発目標(１)の達成のためのミレニア

ムキャンペーンによる貧困救済運動の展開、炭素排出減縮が可能な先端都市構想の推進と

環境に優しい建築と交通施設による環境保護の推進、全世界の地域との協力と調和による

南アジアの津波被害の克服、アイボリーコースト（コートジボワール共和国）、コロンビ

アおよび西岸地区の都市間の連帯のための派遣団による平和の構築などである。 

 さらに、ＵＮ改革における地方政府とのパートナーシップ強化のために、2006年７月に、

持続的なロビー活用の一環として、ＵＮの上級専門委員会に対し、一連の地方政府勧告案

を提出した。その内容は次のとおりである。 

 （勧告１） ＵＮ総会内に地方政府のための特殊オブザーバーの地位付与。 

 （勧告２） 選出代表連絡チーム（Elected Representatives Liaison Unit）の設立を通じて、

ＵＣＬＧをガバナンスイッシューに関する諮問機構として位置づけ、地域間

交流の活性化。 

 （勧告３） 2007/2008年のＵＮ総会において地方分権化及び地方自治体に関する討議

を進めるための準備作業として、ＵＮの人間定住委員会の執行委員会に「地

方分権化に対する指針（ガイドライン）」の採択。 

 （勧告４） 従来のグローバル、地域別、国家別の地方政府ネットワークとのパート

                                                                                 

(１) ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals）は、2000年９月にＵＮが策定したもの

で、貧困・飢餓・疾病・無学歴・環境破壊・女性に対する差別の撤廃など８分野において予測

可能な目標を設定し、その達成期限を定めたものである。2015年をその達成期限とするこのミ

レニアム開発目標は、①極度の貧困と飢餓を半分水準に減少、②母性死亡率を４分の３に減少、

③すべての男女児童の初等教育の機会保障、④HIV/AIDSの拡大及びマラリアその他主要疾病の

発病退治、⑤女性の権限拡大や男女平等の促進、⑥持続可能な環境の保障、⑦５歳以下の児童

死亡率の３分の２減少、⑧開発のためのグローバル・ガバナンスの推進である。 
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ナーシップを強化しながらともに活動すること。 

 （勧告５） ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の具体化に向けたプログラムを提示し、

地方政府とともに活動すること。 

 （勧告６） 地方分権化及び地域サービスの伝達を支援するプログラムに対する予測可

能な資金（財源）を保証するために、ＵＮと関連国際開発機構との協力関係

を構築すること。 

 （勧告７） ＵＮの価値と目標を市民に知らせるために地方政府と協力すること。 

 

 

 2. ＵＣＬＧ済州総会の概要 

 

 第２回世界地方自治団体連盟（ＵＣＬＧ）の世界総会（UCLG World Congress）が10月

28日から31日の日程で、済州道の国際コンベンションセンターで開催された。今回の総会

は、「変化する都市が世界をリードする」（Changing Cities are Driving Our World）という

タイトルのもとで、①都市、人類の未来：気候変化を中心に、②都市外交：地方政府の平

和構築、③2015：もっと良い世界のために、地球規模のガバナンスの中の地方政府の役割

など３つのイッシューとそれに関連する19の分科会・ワークショップが同時に進行する形

となった。 

 開催地である済州道事務局ＨＰに寄せられたＵＣＬＧ会長団の挨拶文においては、

「2004年５月に創立して以来、ＵＣＬＧは国連内で地方政府に対する公式的な諮問の役割

を果たそうと絶え間ない努力を注いできました。私たちは、国連が豊かな経験とノウハウ

を持った市長と地方政府の代表に諮問を得て

からこそ、真に必要かつ効果的なグローバル

政策を推進することができると信じている」

と述べ、ＵＣＬＧの活動の有効性を高く評価

した。 

 その上、「今度の第２回ＵＣＬＧ済州世界

総会では、世界の地方自治体連合が都市への

移住現象に対応するため、いかに取り組んで

いくべきかについて議論します。私たちは今、

巨大なる挑戦課題に直面しています。このよ

【写真１】ＵＣＬＧ会長団による挨拶 
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うな人類の共同の問題を解決するためには、地方自治体の強力な潜勢力と模範的な成果が

国際社会の関心を呼び起こすとともに、済州に集まるＵＣＬＧの会員とパートナーの方が

専門知識と経験、熱情を持って努力していかなければなりません」と呼びかけるとともに、

今回の総会において議論する内容について、「本総会は、全世界の地方自治体の重要な役

割と躍動性を如実に表現しております。私たちは、グローバル・ガバナンスにおいて、地

方自治体の参与が必ず必要となる核心分野に焦点を合わせることを目標」としていること

を述べ、「変化する都市が世界をリードする」をメインテーマとし、具体的な議論内容を

次のように提示した。すなわち、①都市、人類の未来：気候変化問題の現状、②都市の外

交：平和の構築者としての地方政府、③2015！ もっと公正な世界、グローバル・ガバナ

ンスにおける地方自治体の役割がそれである。 

 また、実務会議では共同の問題に対する具体的な解決策を模索し、ワークショップでは

基本サービスに対する接近性向上、移動性増進、社会参加促進、伝染病に対する事前対策

など、地方自治体が扱う日常的な事案が取り上げられ、他の地方自治体との経験を共有す

る良い機会になることに期待を寄せていることを明らかにした。その上、「ＵＣＬＧはこ

のような努力を通じて、『地方の分権化に対する国際指針』を採択するとともに、これを

通じて国際的な指針の基本枠を設けるなどの重大な進展を収めており、新しい一千年の開

発計画の実現における地方政府の役割を認識させることができた。去る３年間、私たちは

地域民主主義の監視任務も推進してきた」と、これまでの活動に対する評価を行う一方、

「今回の済州世界総会では『地方の分権化と地域民主主義に関する第１次ＵＣＬＧ報告

書』が発表される予定であり、この報告書は、全世界の地域民主主義の成長と地方の分権

化の進展及び妨害要因を周期的に把握し、評価することを目指すとともに、各種の動向を

分析して理解し、未来進展の方向を予測し、今回済州道で開催される世界総会を通じ、今

後３年間のＵＣＬＧグローバルアジェンダと継続可能な変化の速度を決定する」と述べ、

今回の済州総会の重要性についても言及した。 

 今回のＵＣＬＧ総会の開会式は、公式セレ

モニーとして国立芸術団の「太鼓の大競演」

により始まり、キム・テハン済州特別自治道

知事の開会の言葉、ＵＣＬＧ世界事務局会長

であるベルトラン・ドラノエ（Bertrand 

Delanoe、パリ市長）、パコ・モンカヨ・ガ

レゴス（Paco Moncayo Gallegos、エクアド

【写真２】開会セレモニー 
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ル・キトシ市長）、スマンガリソ・ウンカツワ（Smanggaliso Mkhatshwa、南アフリカ・

トウェイン市議会議員）の歓迎の言葉、そして韓国のハン・ドクス国務総理、バン・キム

ン（ＵＮ事務総長）の祝賀の映像メッセージが公開された。 

 続き、開幕式２部では、国立芸術団の文化公演の後、前ポルトガル大統領であるジョー

ジ・サンピオ（Jorge Sampio）、UN-Habitatの代表であるアンナ・ティバジュカ（Anna 

Tibajjuka）の基調演説、チェン・ハオシュＵＣＬＧアジア太平洋会長（中国人民対外友好

協会会長）の祝賀演説が続いた。 

 開会式を宣言したキム・テハン（金泰煥）

済州特別自治道知事は、歓迎挨拶の中で、

「済州島で開かれるこの第２回ＵＣＬＧ総会

は、地方自治体間の多様な交流の場であると

同時に、もっと実質的かつ具体的な変化と協

力の中心になってほしい。そのためには、環

境問題をはじめとする気候変動、持続可能な

発展など地球規模の懸案を議論しなければな

らないが、われわれに必要なものは、ＵＣＬ

Ｇのビジョンと課題に対する実践とその力量

である。緊密なパートナーシップにより協力のレベルを上げていくことである」と述べた。 

 また、開会挨拶に続いて、ハン・ドクス（韓国国務総理）の挨拶の中では、「今世界は、

都市集中化により住宅難と交通難、環境汚染、両極化などの多くの課題を抱えている。こ

うした多様な問題は、人類共通の課題でもある。こうした様々な共通課題を解決するため

には、地方自治体が担う役割と地方自治体間の協力はとても重要である。地方自治体の革

新に対する意思が生活の質と都市間の未来を変えることができる。また、各国の地方自治

体間の積極的な連帯と協力を通じてお互いの成功事例を共有し、国家間の協力の土台をよ

り緊密にすることでしょう」と挨拶した。 

 祝辞を映像で送ったバン・キムンＵＮ事務総長は、「都市は大半の人類が居住しており、

経済成長の原動力である。また、革新を育み、多様性と多様化を主導している。本日、

我々に求められている様々な困難を克服する成功のカギは、都市と自治体がどのように反

応するかにかかわっている」と述べるとともに、こうした地方政府の役割が拡大している

ことを真摯に受け止めるべきだと指摘した。 

【写真３】キム・テハン（金泰煥）済州

     特別自治道知事の開会挨拶 
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 また、総会開催と同時に行われる世界都市

博覧会は、コンベンションセンターの一階及

びロビー中心に、６つの政府機関（14ブー

ス）、22の地方自治団体（62のブース）、９

つの海外団体（39ブース）、15の国内外企業

（国内12、国外３）など52の機関・団体が参

加した。 

 

 

【表１】主な開催日程 

 

詳細日程 

日 時間帯 
場  所 内    容 

041室 ＵＣＬＧ準備会議 

三多ホール 都市未来 

202号 分権的協力 

202号 力量強化 

0900－1100

201号 地中海沿岸の地域交流 

ハンラホール ＵＣＬＧ ＡＳＰＡＣ執行委員会 
1400－1730

201号 平和のための市長会議 

ハンラＢホール ヨーロッパ地域会議 

三多ホール アフリカ地域会議 1400－1600

202号 ユーロアジア地域会議 

28(日) 

1730－1900 オシャンビュー 歓迎リセッション 

0900－1600 現地見学ツアー （半日コース）、（終日コース） 

0930－1530 203号 
ＵＮＩＴＡＲ（教育と研究のための国際連合協会）公

衆衛生ＷＳ 

0930－1230 ハンラホール ＵＣＬＧ定例会議・執行委員会 

1100－1220 401号 全国市長郡守区庁長代表者会議（韓国） 

三多ホール 平和のための市長会議（韓国） 
1400－1600

401号 全国市道知事協議会（韓国） 

29(月) 

1630－2100 タンラホール ＵＣＬＧ開会式、セレモニー、歓迎晩餐会 

0900－1030

【全体会議１】
タンラＡホール 都市、人類の未来：気候変化を中心に 

30(火) 

1030－1200 三多ホール 全国市長郡守区庁長会議（韓国） 

【写真４】世界都市博覧会開幕式 
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詳細日程 

日 時間帯 
場  所 内    容 

ハンラＡホール 
【セクション１】都市膨張に伴う財政支援：地方政府

のビジョン 

ハンラＢホール 
【セクション２】巨大都市の挑戦：競争と協力、成長

と生活の質、都心と郊外 

三多ホール 
【セクション３】都市の移動性：新しい生活様式に対

する対応 

タンラＢホール 
【セクション４】生物多様性、気候変化、環境保護：

人間と自然が共存する持続可能な都市と地域 

202号 【セクション５】災害危険管理 

1100－1230

【同時会議１】

201号 【セクション６】電子ガバナンス、政府ＵＮＧＣ 

1400－1530

【全体会議２】
タンラＡホール 都市外交：地方政府の平和構築 

201号 
【セクション１】多文化都市の文化：都市文化アジェ

ンダー21 

ハンラＡホール 【セクション２】新技術：生活と地方政府の変化 

タンラＢホール 【セクション３】連合運動の時代：達成と展望 

ハンラＢホール 
【セクション４】地域民主主義、参加民主主義：社会

参加の鍵 

三多ホール 
【セクション５】国際博覧会、オリンピック、大規模

イベント：世界を志向する都市 

202号 
【セクション６】世界化の中の地中海沿岸の都市と地

域の競争 

1600－1730

【同時会議２】

401号 
【セクション７】平等な社会に向けて：アジア太平洋

の差別反対連合（ＡＰＣａＤ） 

30(火) 

1730－1900 401号 宣言素案委員会 

0930－1030

【全体会議３】
タンラＡホール 

2015：もっと良い世界のために：グローバル・ガバナ

ンスの中の地方政府の役割 

401号 
【セクション１】市民ともっと接近した世界：21世紀

の分権化と地域民主主義の進展 1100－1230

【同時会議３】
三多ホール 

【セクション２】2015に向けて：新千年の発展目標達

成のための地方政府の計画 

ハンラＢホール 【セクション３】世界の中の地域：発展支援 

ハンラＡホール 
【セクション４】：すべてのための基礎サービスへの

接近：夢か現実か？ 

202号 【セクション５】急成長する都市の中の戦略的対応 

1100－1230

【同時会議３】

201号 【セクション６】市民意識向上のための教育の重要性 

0900－1230 203号 ＵＮＩＴＡＲ：公衆衛生ＷＳ 

1400－1600 タンラＡホール ＵＣＬＧ全体会議（ＵＣＬＧ会員対象） 

1600－1800 ハンラホール ＵＣＬＧ世界委員会 

1830－1930 タンラＡホール 閉会式 

31(水) 

1930－2130 タンラＢホール 歓送晩餐会 
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 3. ＵＣＬＧの主な議論（全体会議、分科会） 

 

(１) 全体会議（Plenary）１：都市、人類の未来～気候変化を中心に（Cities the Future 

of Humanity – Addressing Climate Change） 

   この全体会議１においては、その企画趣旨において、「現在、地球上の全体人口の

半数が都市地域に居住している。世界都市が直面している問題の１つは、気候変化に

よる影響に関するものである。たとえば、気候変化に関する経済的影響を分析したあ

る報告書（stern報告書）によれば、世界最大級の都市55のうち、22の都市が海水面の

上昇が深刻な脅威となっており、その他の都市においてもきれいな水不足の問題が発

生する恐れがあるという。ＵＣＬＧは、ＩＣＬＥＩ（世界地方自治体環境協議会：

International Council for Local Environmental Initiatives）と協力して大都市の気候変化に

対処するためのリーダーシップグループであるＣ40（Cities Climate Leaderships 

Group）、気候変化世界市長会議（World Council on Climate Change）及びアメリカ市

長気候保護協約（U.S.Mayors Climate Protection Agreement）などの主要パートナーと

ともにこれに関する対策を進めていく方針である。 

   このセクションの目的は、以上に関する地方及び地域政府の政策を形成し、今年12

月３日から14日にかけてパリで開かれる「気候変化に関する国連基本協約当事者会

議」（UN Framework Convention on Climate Change Conference of Parties）での世界地

域リーダーの位置を定義するためのものである」と説明している。 

   ＵＣＬＧ世界事務局の共同会長の１人

であるパコ・モンヤコ氏の基調演説にお

いては、現在、世界各国は様々な環境問

題に直面しており、これによって我々の

生活の質は悪化しつつある。たとえば、

アンデス山脈に位置しているキトシ

（Quito）山ではこの数年間に氷河が急

速に溶けており、これに対する適応な措

置を怠った場合、水不足問題に直面する

だろうと警告した上で、こうした気候変

化に対する問題の解決には、各政府はも

【写真５】全体会議１（都市、人類の未

     来：気候変化を中心に） 
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ちろん都市、そしてＮＧＯの積極的な連帯が必要であり、こうした環境問題に対する

効果的な解決策を考えるためにこのＵＣＬＧ総会においては温室ガスの削減や効率的

な水資源の使用、化石燃料の使用禁止などの環境にやさしい政策を樹立しなければな

らないと述べた。 

   また、ＵＮＤＰのOlav Kjorven（Direct, Bureau for Development Policy）氏は、気候

変化の現状についての報告の中で、今後10年間各国の地方自治体と都市が気候変化問

題に適切かつ積極的な行動を取らない場合、人類は悲劇的な現状を目の前にするだろ

うと警告するとともに、その前兆ともいえる様々な事例について報告を行った。たと

えば、2003年のヨーロッパにおいては、異常高温現象が発生し多くの人命が失われて

おり、2015年になれば、全世界の33の大都市のうち、少なくとも21の大都市が気候変

化により大きな影響を受けることになると紹介した。その上、気候変化に対応するた

めには強力なリーダーシップと各国政府の共同対応が必要であると指摘し、その有効

な取り組みの１つとして、ＵＮＤＰが行っている世界の地方自治体に対する財政支援

を取り上げた。すなわち、世界の166か国に対し約50億ドルを支援し環境問題の解決

に直接役立てており、また、地域の民主主義と地方分権化の強化を通じて有能かつ優

秀な統治構造を形成することが究極的には気候変化の問題解決に大きな成果をもたら

すという信念のもと、ＵＣＬＧとの強力な連帯を進めていることをアピールした。 

   他方、中国のZhang Guangning（広州市長）氏の報告では、都市は人類文明と社会

発展の指標であり、都市化は人類が現代社会に成長していく中で経なければならない

必修過程である。その意味で「変化する都市が世界をリードする」をテーマの１つと

するこのＵＣＬＧ総会では都市化の過程において発生する問題を扱う必要があると述

べた。具体的には、全世界の規模からみて、面積は全体の２％に過ぎないが、全体の

温室ガスの排出量のうち75％がこの都市から発生すると指摘するとともに、中国にお

いては開放政策以降、急速な都市化が進行しており、都市化率は40％に達しているこ

とにより、人口密集や交通問題、環境汚染、資源不足などの問題に直面している現状

を明らかにした。そのうち、中国３大都市の１つである広州市（人口1,100万人）の

環境及び機構変化問題に対する取り組みを紹介した。 

   広州市では、ＵＮのミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）を積極的に実践するために

「青い山青い空」という環境保護事業を展開しており、緑地造成事業の進行とともに、

市内の環境基準を違反した180企業の退出、市内におけるオートバイによる通行の全

面禁止、約１万8,000のタクシー及びバスのＬＮＧ使用の義務化、計231の河川に対す
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る水質改善などを推進し、環境の改善に取り組んでいることをアピールした。 

   そのほかに、南アフリカのAmos Masondo（ヨハネスブルグ市長）氏は、ヨハネス

ブルグ市におけるＣ40への参加による温室ガス削減への努力や、ドイツのReinhold 

Achatz（Head of Siemens Corporate Research and Technologies, Siemens AG）氏は、移住

による都市化への人口増加とそれに伴うインフラの増加による環境保護のためには、

①効率的な発展の模索、②環境にやさしい再生エネルギーの使用などが必要で、エネ

ルギーの効率からみて、電力を生産する発電所の場合、ヨーロッパは30～40％、アジ

アは40％、中国は45％などを記録しているのに対し、ドイツは60％に達するエネル

ギー効率性があると紹介した。 

   最後に、ＵＮＦＣＣＣ（United Nations Framework Convention on Climate Chang）の

Director of Legal AffairsのFeng Gao氏は、気候変化は我々人類が直面している問題の中

でもっとも難しいものであるが、その原因は主に人間の活動によって生じるものであ

ると指摘した上、この地球の温暖化は加速していることを指摘した。もちろん、この

温暖化に対しては、1992年に気候変化に関する国際連合基本協約を締結しており、大

気中のＣＯ２の濃度を安定化させることにより気候の変化に対処するとともに、経済

成長を追求する目標を設定した。また、1997年には京都議定書が採択され、2008年か

ら2012年に先進国における拘束力のある減少目標を共有した。 

   さらに、バン・ギムンＵＮ事務総長は先日の９月にニューヨークでの世界指導者ら

との会議において、2008年にバリで行われる会議において、気候変化と関連した有効

な突破口を探すために新しい協約の締結が必要であると主唱していることを紹介した。 

 

【表１】同時進行会議（パネル１のＳ１～Ｓ６）の概要 

 

日時 区分 テーマ及び主な内容 

Ｓ1.1 

都市膨張による財政支援：地方官庁のビジョン 

現在の財政支援システムは人口の大部分、特に貧民が集まっている開発途上国

都市の要求を満足させることができない。このような、視点において国際金融

機構の都市投資に対する接近法はどのように展開されるべきなのか、また、こ

の機構はどのような役割を果たすべきなのか。このセクションでは、急成長し

ている都市の現況を考慮しながらローカルな公共インフラ領域において必要と

される膨大な投資資金を支援するための潜在的な金融オプションと勧告事項、

ローカル財政支援に関するＵＣＬＧの政策報告書の内容紹介とともに、関連す

るパネラーにより討論する。 

10/30 

（火） 

11：00 

～

 

12：30 

Ｓ1.2 

巨大都市の挑戦：競争と協力、成果と暮らしの質、都心と郊外 

大都市開発の既存のパターンに関する討論に加え、全世界大都市の経済、社

会、環境及び民主的な開発、都市共存に対する現在及び未来の挑戦、大都市の 
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日時 区分 テーマ及び主な内容 

Ｓ1.2 

政治参加及び制度進化及び大都市地域の多様な類型の地方政府間関係などにつ

いて議論する。その上、これらの挑戦に対する必要な措置を考慮しながら、

様々な立場から大都市を経験し理解している都市・教育機関及び国際組織など

の研究および経験ネットワークの構築を導く。 

Ｓ1.3 

都市の移動性、新しい生活様式に関する適応 

交通は、都市経済開発の基本要素となっている。しかし、社会的擬集力及び都

市環境によって移動性は増加しており、この結果に注意すべきである。都市に

は、都市交通の傾向を予測するための効果的な手段が必要であり、それを通じ

て逆行ではない対策を講じる必要がある。ここでは、地方政府に対し、効果的

な手段を提供し、都市交通体系に対する効果的かつ未来志向で、持続可能な組

織形成について焦点を当てる。ここでは、自家用車の増加、都市貧民に対する

持続可能なサービス、インフラ問題、市民の環境問題に対する認識と行動変化

に誘導する方法など、都市移動性にかかわる典型的な問題を解決した経験を共

有する。 

Ｓ1.4 

都市の持続可能な管理のための解決策 

都市が追求している革新的かつ持続可能な地方開発戦略を探る。地方の持続可

能な経営に対する成功事例は地球上の多様な政治及び文化、地理的背景から見

つけることができる。ここでは、環境保護、生物の多様性、持続可能性、持続

可能経営や環境定義などの領域に対する地方次元の行動計画について議論す

る。生態予算制度である環境予算制度を通じて天然資源の管理を統合し、人口

資源資金ほど天然資源を効果的に管理するという目標のもとで、ヨーロッパ・

インド・フィリピンにおいて成功させた。環境予算制度が2002年、持続可能開

発に関するＵＮ世界首脳会談において地方行動21（アジェンダー21）の実現に

効果的なメカニズムとして証明されており、今後のその拡大可能性について議

論する。 

Ｓ1.5 

都市災害リスク管理 

巨大都市、特に大都市の人口の複雑性及び膨大な規模の資産集中によるリス

ク、危機誘発要素など新たな課題が発生している。これらの危機には社会サー

ビスに対する人口統計学的な圧迫、開発過程の危機に対する不注意、不十分な

ガバナンス、人口と統治機関に対する不適切な認識などが含まれる。ここで

は、都市災害事件を管理するための政策や企画オプションを活発に活用してい

る都市の事例を分析する。そして、災害リスク管理のための効率的な機構を適

切に配置できるように都市と国際機関が協力し合えるフレームワークについて

議論する。 

10/30 

（火） 

11：00 

～

 

12：30 

Ｓ1.6 

地方政府の電子ガバナンス 

人々は自分たちの参加が変化を導くと考える

とき、公的な問題に一層参加しようとするこ

とは周知のとおりである。公共サービス賞

（Public Services Award）の受賞都市の実質

的な経験から企画されたここでは、ガバナン

ス過程に対する市民参加の拡大、透明性の向

上及び説明責任のためのＩＣＴ戦略の効率的

な使用に焦点を合わせる。ＩＣＴが地方行政

と市民間の基本的なパートナーシップを強化

する方法について政策討論を行い、インドやフィリピン、韓国などにおける地

方政府の市民参加向上と電子政府の主な事例について紹介する。このセクショ

ンは、ＵＮＧＣ（United Nations Governance Centre）が進行する。 
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(２) 全体会議（Plenary）２：都市外交～地方政府の平和構築（City Diplomacy – Local 

Governments Building Peace） 

   都市外交及び平和の構築に関するこの全体会議の企画目的は次のように説明されて

いる。すなわち、「都市の外交には、対話及び理解の容易・情報収集・協力可能性・

葛藤防止とその解消、そして国際社会の存在の象徴化など様々な領域が存在する。地

方政府は、葛藤と社会的緊張緩和やその解消において対話が重要な影響を及ぼしてい

ることを体験的に認知している。市長及び自治体の長は、現場において毎日この問題

に悩まされており、その葛藤の解決に向けて協力と対話を増進させようと努力してい

る。都市外交を通じて葛藤や最悪の結果から回避できるのみならず、市民や文化及び

文明とのつながりを構築することもできる。これこそ、ＵＣＬＧが世界の地方政府に

対し、ＵＮの文明同盟のような国際協力体に積極的に参加し、全世界の葛藤防止や解

消とその支持・擁護などにおいて主導的な役割を担うように勧める最大の理由である。

このような協議体は、宗教的な伝統と信念に対する相互尊重の意識を向上させるとと

もに、環境から保健まで、経済かつ社会開発から平和及び保安まで、すべての領域に

おいて人類の相互依存性を再認識させるために役立つはずである」と述べている。 

   ＵＣＬＧの都市外交委員会会長であるWim Deetman（オランダ、ハーグ市長）氏の

司会で行われた都市外交のパネルにおいて、ジョージ・サンピオ（前ポルトガル大統

領、ＵＮ文明同盟上級委員）氏は、異質的な集団間の和合のためには中央政府と地方

政府がともに努力しなければならない。その差を近づかせるためには国際機構と協力

し国家戦略を立てることが要求されており、それを通じて異文化間の対話が進むだろ

うと指摘した上で、ＵＮの文明同盟づくりに参加することを提案した。氏の提案の内

容は、地方自治体と都市が協力するパー

トナーとなり、お互いを包容することに

より文化的多様性をたやすく解決するこ

とができるし、異文化間の葛藤を避ける

ためには根本的な文化的変化が必要との

ことである。しかし、文明同盟は、紛争

の解決やその予防、または政治的な対話

や交渉プロセスへの介入を目的としない

し、葛藤の解消の機関でもない。むしろ、

両極化、静態性と葛藤解消のために、治

【写真６】全体会議２（都市外交：地方

     政府の平和構築） 
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癒の道具として、平和の道具として、予防の道具として、対話を誘導し、相互尊重や

異文化、異宗教集団間の対話のための橋渡し役を演じるものであるとその意義を紹介

した。 

   この文明同盟とＵＣＬＧが協力すれば、ガザ地区やバグダット地域において苦労す

る都市に大きな助けになるし、文化や文明が衝突する誤解を払拭することができる。

多元主義、相互主義、文化多様性を認め合うことにより文明同盟の有する予防的・治

癒的な機能はさらに高い効果を発揮するだろうとも述べた。 

   続いて報告を行ったLeon de la Riva（スペイン市道協会国際部会長、バラドリア市

長）氏は、一般社会における暴力は必ず追い出すべきであり、保安と安全をもっと拡

大させなければならないとし、その方法として、①社会的統合がスムーズに行われる

ような多様なプログラムの活用、②長期的な観点における異文化に対する理解の増進

努力、③他の公共機関との協力、④男女や老小区別のない、また障害者・非障害者の

区別のない治安や文化教育にともに参加し、ともに運営できる共同体の形成などが考

えられ、その結果として統合的な社会が構築できると展望した。 

   他方、秋葉忠利（広島市長、平和のための市長会の会長、日本）氏は、広島におけ

る原爆の記憶や、原爆の被害者らが社会から疎外された事実など、歴史的な教訓とし

ての広島の経験を紹介し、都市こそ戦争による最大の被害者であると指摘した。氏は、

済州宣言文には、市民の声が反映されるべきであり、核武器の拡大阻止や核武器の撤

廃運動への参加を訴えた。 

   ほかには、Abdulkadhim Khudhair Ajeel（イラク地方政府協会会長、バグダット地方

市議会議員）氏は、イラクにおける地方政府の役割について、Francois Albert Amichia

（コートジボワール、トレシビル市長、ＵＶＩＣＯＣＩ会長）氏は、アイボリーコー

ストにおける地域分割による危機状況について、Adi Eldar（イスラエル、カメル市長、

イスラエル自治団体連盟会長）氏は、この地域における紛争の実情について紹介する

とともに、地方政府同士間の協力ネットワークの形成により紛争構造を解決し、古代

メソポタミア文明を再現しようというメッセージを、Isam Akel（Executive Director、

パレスティナ地方政府連合）氏は、ガザ地区の厳しい現状について紹介した。 

   司会者のWim Deetman氏の総括の前に受けた一般参加者の質問の中では、いまだに

国際機構が認知できていない葛藤地域が多いことを我々は認識すべきであり、中央政

府は地方政府が平和や人権問題に対し独自の発言をすることに対し拒否感を持ってい

る。しかし、民主主義の定着のためには地方政府がより多くの関心を持つべきである
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という発言があった。 

   総括においては、文明同盟とＵＣＬＧとの連携、草の根の民主主義と市民の主体性、

国際機関間の協力、文化的対立や葛藤の解消のための共通認識の拡大などのほか、戦

争や暴力は人間が始めたものであり、その解決も人がしなければならない、一緒に平

和のプロセスに参加することこそ重要であるとの認識が示され、終了した。 

 

【表２】同時進行会議（パネル２のＳ１～Ｓ６）の主な内容 

 

日時 区分 テーマ及び主な内容 

Ｓ2.1 

多文化都市の文化（文化アジェンダー21） 

地方における市民は、多様な次元のガバナンスから文化の役割が再考されるべ

き多文化主義、多様性による新しい挑戦に直面している。地方政策の交流領域

としての文化は現在、経済・社会統合及び環境に定義された持続可能な３つの

要素を補う機能を持たなければならない。全世界において文化に対する大切さ

が強調されている。国際機構、ＵＮＥＳＣＯ文化多様性協約（2005）、文化同

盟（2006）、ヨーロッパ文化間対話（2008）など、文化関連主要協議体運営に

取り組んできた。また、地方政府は、文化を新しいテーマとする政策とガバナ

ンス体制の再整備を進めてきた。ここでは、都市の戦略と経験を交えながら、

相互理解を深めるとともに、ＵＣＬＧにおける文化アジェンダー21を実践する

ための方法について議論を交わす。 

Ｓ2.2 

デジタル地方アジェンダー（よりよい暮らしのためのガバナンス向上） 

政治代表者は、市民の生活の質向上のために地方ガバナンスを強化する戦略に

ついて関心を持っており、情報社会に対する地方戦略の設計と実現は、地方政

府の力量向上のための基本要素となる。このデジタル地方アジェンダーを通じ

て市民参加や意志疎通の範囲の拡大、雇用など豊かさのための地方政府の力量

開発ができる。ここでは、手続きと支払いを簡素化したオンライン公共サービ

スの使用（電子政府）と、公共意思決定時に市民参加を誘導するためのＩＣＴ

の使用（電子民主主義）など、デジタル地方アジェンダーの実現を通じて透明

性、力量及び財政収入が増加した成功例について共有する。 

10/30 

（火） 

14：00 

～  

15：30 

Ｓ2.3 

100年間の連合運動（業績及び見込） 

地方政府最初の連合の結成から100年が経過し、いまや様々な連合により市民

の離籍を擁護しながら公的サービスを提供・担当する機関が構築されている。

この連合機関は、世界的な地方分権と民主化を土台に、ＬＧＡ（Local 

Government Associations）のように、地方自治政府を育成し、都市の力量向上

のための縦横な役割を担っている。ここでは、連合の力量向上についてＵＣＬ

ＧのＣＩＢの協力のもとで、全世界が持っている複雑な国際問題の解決に向け

て地方政府の大きな挑戦課題と支援活動、サービス提供及び未来志向の革新的

なアプローチを提示する。 
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日時 区分 テーマ及び主な内容 

Ｓ2.4 

地方民主主義、参加民主主義、社会統合の核心要素 

地域政府及び地球危機においては、市民の一

番基本的な要求を収容しながら世界化による

社会的影響を果然すべき時期に来ている。地

方政府は、社会統合問題に対する革新的な政

策アプローチを提供するだけでなく、市民社

会と社会変化を追求するアクター間の連携を

構築しなければならない。活発に進行しつつ

ある地方の参加民主主義を通じて政策の効率性を高めるとともに、問題解決に

おける相乗効果が生まれる。貧困追放プログラム、社会統合、基本的人権、市

民参加及び社会ネットワークなど、全世界の地方政府が提案した多様な政策と

プログラムを評価し、国際機構が新しいパートナーシップを形成するために地

方政府とどう連携すべきかについて議論する。 

Ｓ2.5 

国際博覧会、オリンピックゲーム、メガフェスティバル、全世界が認知してい

る都市 

メガイベントの段階において、都市を開発

し、向上させるための特別な機会がある。

このようなイベントによって全体的な経済

成長、国際的な雇用の増進、価値につなが

るブランドの構築、観光増加及び産業、経

済、産業及び旅行インフラ形成を含めた投

資増加（公共及び個人）、都市開発などの

巨大な変化だけでなく、都市と市民のための長期的な利益を提供することがで

きる。ここでは、都市開発のための適切な戦略、経済に対する影響、職業創出

の潜在力など、主要問題に焦点を合わせながら最近メガイベントを誘致または

その計画中にある都市間の経験を共有する。 

Ｓ2.6 

世界化に対する都市及び地域競争力 

世界化とともに、投資、ビジネス及び優秀な資源誘致のための地域間の競争が

過熱している。中央及び地方政府は、税金優待からビジネス創業までの多様な

結果を創出する道具と特化技術団地を開発してきた。地方政府は、この競争力

に対しどのような影響をもたらすのか。ここでは、地方の経済開発目標を達成

するために公共及び個人投資家が結集されている地中海地域に焦点を合わせ、

全世界的な成功を収めた開発戦略を評価する。地方政府及び開発パートナー関

連の討論では、地方経済の効率的発展につながる有益な方法やプロセスが議論

される。 

10/30 

（火） 

14：00 

～  

15：30 

Ｓ2.7 

包括社会志向、差別に対する都市連合 

2004年に始まった人種主義に対するＵＮＥＳＣＯ国連都市連合のフレームワー

ク内において、アジア太平洋地域のすべての差別主義の形成に反対する都市連

合ネットワークは、ＵＣＬＧ総会の開催に合わせて、新しいプロジェクトを開

始する。このプロジェクトは、一般的なテンポイント・コミッツメント 
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日時 区分 テーマ及び主な内容 

10/30 

（火） 

14：00 

～

 

15：30 

Ｓ2.7 

（Ten-Point Commitment）(２)によって包括的な都市環境を獲得するために努力

する地域政府と国際機構の連結を目的とする。教育・住居・雇用または文化及

びスポーツ活動など、多様な要素を扱っている10種の公約を作成し、地方政府

が統合して開発できる活動の選択範囲を提示する。多様性を基盤に包括的な社

会を構築するために地方政府の役割を都市代表の中で議論する。 

 

(３) 全体会議（Plenary）３：2015、もっとよい世界のために～グローバル・ガバナン

スの中の地方政府の役割（2015、A Better World is Possible – The Role of Local 

Government in Global Governance） 

   このグローバル・ガバナンスにおける地方政府の役割に関する全体会議の趣旨は、

次の通りである。「ＵＣＬＧが創設されて以来、国際連合内での公式的な諮問団体と

しての役割を果たすために努力してきた。地域政府は、国際連合ならではの政策遂行

の経験とノウハウを持っている専門家らの意見に基づきもっとも効果的なグローバル

政策を開発することができると信じている。市長及び地域政府のミレニアム５カ国首

脳会談において、ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）と地方分権に関する国際指針の承

認に関して地域政府が重要な役割を果たしてきたことはすでに明らかにされており、

それは国連とＵＣＬＧの画期的な関係強化を表している。国連とＵＣＬＧの間のパー

トナーシップ・プロジェクトのきっかけとなったイスタンブールの世界都市首脳会談

の開催からすでに11年が経過している。ミレニアム開発目標の期限である2015年に向

                                                                                 

(２) 差別に対する都市国際連合（International Coalition of Cities Against Discrimination）によって示

されたテンポイント・コミットメントの主な内容は次のとおりである。差別に対する都市国際

連合がまとめた2008年の実行計画によれば、差別に対する闘争はすべてわれわれと関連された

問題である。すなわち、差別に対する闘争は、何よりも先に州と地域、国際間、国際政府機関

の法律、政治的拘束を有し、また、専門機関、労働組合、奉仕団体、民間に対してかされる市

民的義務の１つである。その上、芸術、言論、教育、学術、スポーツなどの各分野及び共同体、

宗教のほか政治的指導者のような世論形成者（オピニオンリーダー）が認識すべき道徳的・倫

理的義務である。アジア太平洋地域に対する10の提言は、①アジア太平洋支部の10の人種や差

別に対する評価及び地方自治政策のモニタリング、②差別と排除に対するイッシューなどが提

起できる水準の都市と共同的・政治的リーダーシップの提供、③包括的な社会の促進、④人種

主義及び人種差別の犠牲者のための支援の強化、⑤もっと開かれた参加と都市居住者らの情報

に関する接近性の改善、⑥均等な機会の雇用者及びサービス提供者としての都市の促進、⑦同

等な機会付与の実践に対する積極的な支援者としての都市の促進、⑧教育を通じての人種主義

及び人種差別への反対、⑨文化的多様性に対する理解の拡大、⑩人種差別主義者らによる扇動

と暴力の防止と対処がそれである。Implementation plans for Coalition Cities in 2008。 
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かっている現在、国連の改革に向けたプロセ

スと全世界的なガバナンスの形成に向けて、

地域政府と市民社会団体が担うもっと大きな

役割遂行のために有効な方法は何かという問

いかけをすべきである。この全体会議におい

てはミレニアム開発目標を参考に、より具体

的な議題の中で、その解決に向けて努力すべ

きである」と述べている。 

 基調演説を行ったSalil Shetty（ＵＮＭＤＧ

ｓキャンペーン局長）氏は、「我々は現在４

つの危機に直面しているが、安保、非寛容（宗教、男女平等、人種差別など）、民主

主義、そして気候変化がそれである」と述べるとともに、「地球全体人口のうち約20

億の人々が一日１ドル以下の生活費で生活する不平等と貧困があり、これが地域の紛

争や民主主義の維持に深刻な影響を及ぼしている。そのため、絶対貧困からの解放は

最大の課題であり、ＭＤＧｓはその解消に向けて機能してきたが、中間点検の時期に

きており、計画を点検する必要がある。この点検から成功と失敗について認識すべき

である」とＭＤＧｓの意義とそのビジョンについて再認識を促した。(３) 

 

【表３】同時進行会議（パネル３のＳ１～Ｓ６）の主な内容 

 

日時 区分 テーマ及び主な内容 

10/31 

（水） 

09：00 

～  

10：30 

Ｓ3.1 

市民にもっと近づく世界、地方分権の経過及び21世紀の地域民主主義 

地方分権及び地域民主主義に関連する１次Ｕ

ＣＬＧ報告書（ＧＯＬＤ報告書)(３)に明示さ

れているとおり、地域民主主義の成長は、最

近数年において、全世界で起きた静かなる革

命である。この報告書は、ヨーロッパの地方

行政に関連する調査グループ（ＧＲＡＬＥ）

の協力のもとで国際専門家らによって作成さ

れたものであり、ＵＣＬＧの７つのセクショ

ンが担当している世界地域に対して地方分権の政治的手法及び制度的手続きを

比較研究したものである。この報告書は、お互いの歴史的な勢力と世界的な政

治動向によって形成・主導されてきたものの中から、一般市民について観察し 

                                                                                 

(３) The Global Observatory on Local Democracy and Decntralisation(GOLD)：地域分権及び地域民主

主義に関するグローバル報告書。 

【写真７】全体会議３ 
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日時 区分 テーマ及び主な内容 

Ｓ3.1 

ている。ここでは、地域が提示する政策及び実務に関連する議論と、地方分権

化の中での民主政府に対するビジョンを含め、ＧＯＬＤ報告書の主要内容につ

いて報告・議論する。 

Ｓ3.2 

2015年まで、ミレニアム開発目標を達成するための地域政府の計画 

2000年９月のＵＮミレニアム首脳会議において、2015年を期限とし、全世界の

絶対貧困をなくすことを主な趣旨とするミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）を樹

立した。この目標を達成するためにＵＣＬＧにおいてはその支援の一環とし

て、2004年からミレニアム都市キャンペーンに取り掛かり、2005年の９月には

ＵＮ事務総長に提出された。ここでは、2007年６月の国際カンファレンスにお

いて採択された宣言に続き、開発目標を達

成するためのよいきっかけである。議論の

中心は、その基礎プログラムと地方分権化

に対する国際的な共助努力と、地域及び地

方政府が全世界のミレニアム開発目標に向

けた進行をより加速化させる具体的な方法

を模索する。 

Ｓ3.3 

世界の地域、開発支援中の地域 

益々都市化が進む中、地方と都市地域間の均衡を図る努力が政策設計の柱とし

て位置付けられている。地域と都市地域間のパートナーシップは、公共の投資

及び経済発展、国土計画に効果的に寄与できることを保証している。グローバ

ルな管理プロセスとアジェンダーの設定に対して地域の影響及び管理プロセス

は、意思決定に大きな影響を与える。国際的なコミュニティと効果的に対話す

る能力というのは、地方及び地域政府がお互い開発資金をどれほど調達できる

かにかかわってくる。ここでは、全世界の貧困な国家や政府を代表する共通体

制に基づき、地域及び地方自治体が協力できる国際的措置の模索に議論の中心

をおく。 

10/31 

（水） 

09：00 

～  

10：30 

Ｓ3.4 

自治権は大切である。しかし、どのように？ 地域政府及び皆のための基本的

なサービス問題 

地域政府に対しより多くの自治権を承諾しようとする主張は、現状より効率を

高めるための一貫性のある主張である。地方分権が多くの国において絶えなく

議論される一方、長期間地方自治システムを経験してきた一部の国では、財政

的分野において新しい問題に直面している。その原因は、市民に対しより良い

サービスを提供できる能力の不足から起因する。地域政府の自治のレベルにお

いて充分に責任を果たせない事案の場合、地方政府はどこまで責任を負うこと

ができるか。ここでは、是世界の地域代表者で構成される陪審員の協力を得

て、地域自治及び皆のためのローカルな自治権、基本的サービスの相互関連問

題を調査する。何の目的で、どういう方法で地方政府に新しいツールを提供す

るのか、また、自己開発のために何が必要なのか、この２点に議論の焦点をお 
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日時 区分 テーマ及び主な内容 

Ｓ3.4 

く。また、市民に対し基本的なサービスを伝達する方法を組織化し、選択する

自由及び基本的なサービスの財政管理、極貧者を救うソリューションを開発す

る方法を見つけ出す。 

Ｓ3.5 

早く成長する都市に対する戦略的な対応 

貧民街が急激に増えることを避けるために、

国家と寄贈者及び都市は、都市の潜在的成長

と貧困を軽減できる可能性を認知すべきであ

る。都市開発戦略（ＣＤＳ）を通じてよく管

理され、持続性と生産性があり、社会的に包

容力のある都市を作る方法を調べることで、

積極的かつ現代的な解決法を見つけることが

できる。ここでは、ＣＡのメンバーが財政的に介入し、国際協力のパートナー

として昇格させた年の事例を中心に、都市開発戦略及び都市のスラム・アップ

グレード道具に対する地方政府の経験を取り上げる。 

10/31 

（水） 

09：00 

～  

10：30 

Ｓ3.6 

市民権構築教育の大切さ 

都市は居住民が生活している間、永久的にすべての居住民に学習する場所と機

会を提供する自由と共存と対話の空間となる。地域政府の役割は、個人と集団

の学習可能性を認めるとともに、組織化及び体系化、その育成である。提案さ

れた政策は、いつも把握かつ開発すべき教育的側面が含まれている。より増加

し多様化する社会では、市民相互間の理解及び協力のために情報とコミュニ

ケーションと、参加が重要な手段となる。都市での意思疎通という特徴は、本

質的なものであり、市民政策が存在する教育的要素を調査し、新しい形態の統

治法を行うのは必然である。ここでは、その事例について議論を交わす。 

 

 

 

 4. ＵＣＬＧ全体総会と「済州宣言」（Final Declaration of  

  Congress of Jeju） 

 

 110カ国の2,150人が参加した今回の済州総会は、10月31日午後６時の閉会式を最後にす

べての公式日程を終了した。世界各国からの参加者や地域代表は、この閉会式に先立って、

地球温暖化によって発生する問題を解決するために環境保護に関する対策を地方政府の最

重要課題とする内容を盛り込んだ「済州宣言」を採択した。この済州宣言は、３つの部分

の31の条文で構成されている。閉会式の２日前に提示された宣言素案に対し、50を超える

修正案が各地域や国から寄せられ、大きく修正された形で、最終案が提示された。 
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 世界都市・自治体連合の世界総会に参加し

た会員は、この済州宣言において地方政府の

責任が段々大きくなっている状況のもとで、

「もっと平等で、包括的で、人間の基本権を

保障し、すべての人種、文化、地域に属する

男女の間の平等、そしてこれに対する地方政

府の力量強化の必要性、もっと公正で平和な

世界を構築するための持続的な開発の推進を

約束すると明言した。 

 また、世界総会参加者は、「済州宣言に対

する約束」において、地球温暖化による挑戦

課題及び環境保護に関する必要性を地方政府の最大の課題とし、もっと環境にやさしい自

然資源の管理推進のために努力するとともに、国内の市民のために情報キャンペーンの推

進に努力することを約束した。 

 参加者らは、各国と国際機構は、ＵＮ協力機構（ＵＮＦＣＣＣ）と京都議定書の実現の

ための公約を遵守すべきであり、12月３日から14日にかけてインドネシアのバリで行われ

る気候変化に対するＵＮ会議においての国際協約の改正に関心をもち、同時に積極的に参

加すべきであると主張した。 

 その上、温室ガスの排出量の場合、1990年を基準に2050年までには50％まで減少させる

ためにすでに批准した協約を国際社会が遵守することを求めた。 

 一方、地方政府は、すべての文化と宗教の間で、住民の権利を保護し、緊張を緩和する

とともに、紛争を解決し、対話を促進する最前線に立つのみならず、国際舞台における平

和促進者として戦争後の復興を助け、紛争予防における役割を再認識すべきであると提言

した。 

 参加者らは、良質の公共サービスにすべての人が差別なく接近できることを地方政府の

政策中心におかなければならず、女性に対する機会平等の提供に努力することを促した。 

 最後に、韓国と北朝鮮との間で進行中である肯定的なデタントを歓迎し、朝鮮半島の平

和統一を議論する会談のために努力する人々に感謝の言葉を贈るとともに、北朝鮮の都市

連合がＵＣＬＧに加入し、韓国においてこれらを待ち望む会員国と今後の対話を交わすこ

とを望むことでこの済州宣言を締めくくっている。 

 ＵＣＬＧ会員総会に続き、今回の済州総会の最後の公式会合であったＵＣＬＧ世界委員

【写真８】全体総会 
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会においては、ジャン・カンニン（中国、広州市長）、アモス・マソンド（南アフリカ、

ヨネスバス市長）、カルディ・トパス（トルコ、イスタンブール市長）がＵＣＬＧの新し

い会長団として選出された。また、ベルトラン・ドラノエ（フランス、パリ市長）、パ

コ・モンカヨ・ガレゴス（エクアドル、キト市長）は留任された。 

 この世界委員会において、次の2010年の第３回総会の開催地として、チリのサンティア

ゴでの開催が決定された。 

 

 

 5. 参加を終え 

 

 今回のＵＣＬＧ済州総会は、４日間という短い日程であったが、内容は包括的なもので

あり、地方自治を営む世界各国の現状と課題、そしてその課題に取り組む努力が窺えた貴

重な経験となった。中でも、地球温暖化や気候変化に対する世界共通の課題や、ミレニア

ム開発目標の達成に向けての国際機構及び地方政府の協力、そして民主主義を地方の水準

で強固なものにするための制度化への課題など、国際協力により解決すべき課題が山積し

ていることに驚いた。まさにグローバルな課題そのものである。 

 今回初めてアジア太平洋地域において開催されたこのＵＣＬＧ済州総会は、こうした課

題へ目を向けさせるきっかけとなったが、アジア諸国、中でも日本・中国・韓国の地方自

治における役割はとても大きいことを改めて感じさせる総会でもあった。ただ、中国や韓

国からの参加に比べ、日本からは浜松市が自治体の会員としては唯一であり、都市博覧会

の展示にも中国や韓国の自治体・企業が中心であった。 

 来年から発動される京都議定書の順守に対し、ようやく重い腰をあげた日本であるが、

世界的に解決すべき課題は少なくない。戦後の長い歴史をもつ日本の地方自治の経験はア

ジア諸国はもちろん、地方自治の制度化が進む世界各国に対し貴重な示唆になるはずであ

り、環境政策などの分野において地方自治体によってリードされる様々な先駆的取り組み

の評価は高い。アジア及び世界に対し積極的に発信することを期待したい。 

（シン ヨンチョル (財)地方自治総合研究所特別研究員） 
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